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研究の背景

n 通信業界における多数の提携・M&Aの存在
－ ただし、失敗と考えられるものも多い

e.g. 1993 World Partners (AT&T,KDD,Singtel)
1994 Concert (BT/MCI)
1996 Global One (DT, FT, Sprint) 
2000   AT&T/BT alliance (Concert) など

n 提携・M&A
n 成否の評価基準
n 成否を決定する要因 が不在



3

New Concert
ＢＴ/ ＡＴ＆Ｔ

World Partners
●AT&T ●KDD
●Unisource
●Singtel
●Telstla

Global One

Jan. 2000 - 2002

Airtouch

Sprint
AT&T

Vodafone

Singtel

KDDI

Japan Telecom

Telstla

DT

FT Unisource

BT
Verizon

PCCW (HKT)

China MovileVoiceStream

Equant/GlobalOne

Reach
Info Net

Omnitel

SFR
D2/Mannesman

通信事業のM&A/戦略的提携



4

通信業界の状況

n 規制緩和とともに通信事業者による１００以
上の戦略的提携等

(北米, EU 、一部のアジア圏)

n パターンの存在
ｰM&A, 戦略的提携, 合弁
ｰ国内での提携等、国際間の提携等
ｰ水平統合的、垂直統合的関係 etc.

n 成功と考えられるものの他、多数の失敗
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企業間の戦略的提携等と通信事業

電気通信事業における戦略的な行動を説明・定義する
新しい概念の必要性

一般的には意義、目的に相違

通信事業において、戦略上の
相違や使い分けを明確にするこ
とが困難。

M&A

戦略的提携

合 弁

その他の提携等 規制環境、市場環境
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通信事業における企業間関係の特徴

n ネットワーク外部性
n 選択された企業間関係と戦略が区分しにくい

n 1.戦略的提携 2. 資本参加、買収
3. 合弁 4. その他（販売提携など）

n 規制と提携形態の関係が強いと考えられる
n 外資規制、参入規制, 独占的事業者への規制 等

n 企業間関係の選択は企業統合を目指すステップ
とも理解可能

“戦略的関係”概念の導入
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過去（規制が強い環境） 現在 将来

買 収

出 資

合 弁

接続と販売提携などが通信事業
者の事業拡大の主な手段

相互接続

販売提携等

規制緩和規制強

企業関係
の
深さ

合弁, 投資、買収が可能
ただし規制に依存

通信事業者の関係構築の方向
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通信事業の分類構造（事業領域）

通信事業には特有の区分が存在

地域系

（市内・

アクセス）

移動体通信

長距離

（市外）

国際

・

長距離

ＩＳＰ等

顧

客
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戦略的関係の分類例

事業地域の拡大
Area Expansion

事業領域拡大
Business Type 
Expansion

隣接新事業への参入
Entering into other Business 
area
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提携等の成否評価（分類と事例）

n 財務的指標
n ROA/ROI/ROS (Return On Sales) - Banker et.al(1996)

n 株価・時価総額 - Anand et al. (2000)

n 戦略評価・主観的評価
n 自己評価(Cognitive) Nayyar(1992) Very et al.(1997)

n 外部からの評価（Reputation）Dollinger, M.J. et.al(1997)

n 関係の継続性 Shaver  et.al (1997) 

n 従業員の評価・満足度 (実際には内部評価)
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成否の評価 - 試行

n 評価対象の戦略的関係の抽出
n 約100 の戦略的提携、M&As、合弁を対象
n 株価の推移データ、企業業績データを調査

n 各企業間関係の分類と分析
n 業界固有の状況を考慮した分類
(e.g. 地理的拡大,事業領域拡大、レイヤの拡大)

n 各分類と企業評価の関連の分析
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戦略的関係の分類と評価指標

n 株価（短期的変動）と分類の相関

n 短期的株価変動と通信事業における戦略的関係の分
類には明確な相関は見出せない。

n 現状では、前述の分類と株価を指標とした成否の相関
は見出せていない。
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今後の課題（研究の方向）

n 財務的指標と成否の相関の限界
n 企業買収・Ｍ＆Ａの多発
n 同一企業による多数のＭ＆Ａ
n 連続性の確保が困難 ⇒ 長期的な評価の意義

n 財務的指標以外の検討
n 戦略の評価 など

n ビジネスプロセスに関する分析

ビジネスプロセスと企業間関係の相関と類型化
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ビジネスプロセス – 通信の例

販売部門

サービス提供
(Fulfillment)

市場分析 販売・営業商品開発 顧客の
維持管理

サービス
運用

顧客に関するイベントの流れ

ネットワーク構築・運用技術計画

ＩＴ

Mktg.戦略 カスタマーサポート

局
面

機
能
例

販売部門
代理店

機
能
の
分
担

戦略部門 商品企画
部門
技術管理部門
ＩＴ部門
ＩＴ開発事業者等

ネットワーク建設・運用部門

顧客対応部門（カスタマサービ
ス）

他社ネットワーク利用（独占・選択
的）提

携
例

他社販売網利用

カスタマーサービス・アウトソース

ビリング・保守提携
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参考：航空業界における提携等

Rhoades, D.L. et al. (1997) A typology of strategic alliances in the airline industry
J.of Air Transport Mgmt. Vol.3, pp.109-114.

Gudmudsson, S.V. and Rhoades, D.L. (2001), Airline alliance survival analysis:typology, strategy and duration, 
Transport Policy Vol.8, pp.209-218
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